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「葉山町公共下水道施設の公共施設等運営権に係る実施方針に関する条例」逐条解説 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律

第 117 号。以下「法」という。）第 18 条の規定に基づき、葉山町公共下水道施設の公共施設等運営権

（法第２条第７項に規定する公共施設等運営権をいう。以下同じ。）に係る実施方針（法第５条第１項

に規定する実施方針をいう。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

 
【解説】 

この条文は、条例の目的を明確にしています。公共下水道施設の運営権に関する法的枠組みを定め

ることで、民間資金を活用した地域公共サービスの向上を目指します。 

【趣旨・目的】 

公益性を担保しながら、民間の資金や技術を活用し、公共施設の効果的な運営を通じて、地域住民

の生活の質を向上させることを目的としています。 

 
（公共施設等運営権の設定） 

第２条 町長は、法第 16 条の規定に基づき、選定事業者（法第２条第５項に規定する選定事業者をいう。

以下同じ。）に、葉山浄化センター、葉山中継ポンプ場、マンホールポンプ及び圧送管（葉山中継ポン

プ場から葉山浄化センターに汚水を圧送する管路をいう。）（以下「対象施設」という。）の運営等（同

条第６項に規定する運営等をいう。以下同じ。）に係る公共施設等運営権を設定するものとする。 

 
【解説】 

この条文では、町長が公共下水道施設の運営権を指定された民間事業者に設定できるとしていま

す。対象となる施設は具体的に列挙されています。 

【趣旨・目的】 

公共施設の適切な運営と管理を民間に委託することにより、効率性や専門性を高め、サービスの質

を向上させることを目指しています。 

 
（選定事業者の選定の手続き） 

第３条 町長は、対象施設に係る選定事業者として選定されようとする民間事業者を公募するものとす

る。 

２ 前項の規定による公募に応じて対象施設に係る選定事業者として選定されようとする民間事業者は、

町長の定めるところにより、対象施設の運営等に関する提案書その他書類（以下「提案書等」という。）

を町長に提出しなければならない。 

３ 町長は、前項の規定による提案書等の提出があったときは、次に掲げる基準に照らして当該提案書

等の内容を審査し、対象施設に係る選定事業者を選定するものとする。 
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（１） 対象施設の運営等に関する提案が、当該運営等の適正かつ確実な実施のために適切なものであ

ること。 

（２） 前号の提案に沿った運営等を安定して行う人員、資産その他の経営能力及び技術的能力が公共

施設等運営権の存続期間を通じて確保されていること又は確保できる見込みがあること。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、民間事業者の有する技術、経営資源及び創意工夫等により対象施

設が常に良好な状態において維持管理され、経済的価値を十分に発揮するよう効率的に運営等

が行われるために必要と町長が認めるものであること。 

 
【解説】 

この条文は、選定事業者を公募する手続きと基準を詳細に定めています。提案書の審査は、運営の

適正性や事業者の能力に基づいて行われます。 

【趣旨・目的】 

透明性のある選考プロセスを通じて、公正な事業者の選定を行い、地域住民に対して信頼できるサ

ービスを提供することを狙っています。 

 
（運営等の基準） 

第４条 第２条の規定により町長が対象施設の運営等に係る公共施設等運営権を設定した選定事業者

（以下「公共施設等運営権者」という。）は、民間事業者の有する技術、経営資源及び創意工夫等によ

り対象施設を常に良好な状態において維持管理し、経済的価値を十分に発揮するよう効率的に運営等

を行わなければならない。 

２ 公共施設等運営権者は、対象施設の運営等に際しては、葉山町下水道条例（平成 10 年葉山町条例第

24 号。以下「下水道条例」という。）その他の葉山町における公共下水道の管理等に関する規定に従わ

なければならない。 

 
【解説】 

公共施設等運営権者は、常に施設を良好な状態で維持し、効率的に運営する義務があります。ま

た、関連法令や条例に従うことが求められます。 

【趣旨・目的】 

適正な施設運営を保証し、施設利用者に対して安全かつ快適なサービスを提供することを目的と

しています。 

 
（業務の範囲） 

第５条 公共施設等運営権者は、対象施設の運営等に関し、次に掲げる業務を行う。ただし、町長のみの

権限に属する事務に係る業務を除く。 

（１） 対象施設の経営に関する業務 

（２） 対象施設の各種計画に係る支援に関する業務 

（３） 対象施設の維持管理及び改築に係る企画、調整及び実施に関する業務 

（４） 多分野連携又は広域連携などに関する業務 
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（５） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める業務 

 

【解説】 

この条文では、公共施設等運営権者が行う業務の範囲を具体的に規定しています。特に、経営や維

持管理に関する業務が強調されています。 

【趣旨・目的】 

業務範囲の明確化により、運営権者の責任を明確化し、効率的かつ効果的な運営を促進します。 

 

（利用料金） 

第６条 利用料金（法第２条第６項に規定する利用料金をいう。以下同じ。）の額は、下水道条例に定め

る使用料の額に規則で定める割合を乗じて得た額に相当する額（当該額に１円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額）とする。この場合における同条例第 15 条、第 15 条の２及び第 17 条の規定

の適用については「使用料」とあるのは「利用料金」とし、同条例第 15 条の表の規定の適用について

は「基本料金」とあるのは「基本使用分」と、「超過料金」とあるのは「従量使用分」とする。 

２ 下水道条例第 14 条の規定は、利用料金の徴収方法について準用する。 

 

【解説】 

利用料金の算定方法を具体的に示し、下水道条例の適用を明確にしています。この規定により、料

金体系が透明になります。 

【趣旨・目的】 

利用者が理解しやすい料金体系を提供し、公正な料金徴収を行うことを目的としています。 

 

（利用料金の減免） 

第７条 公共施設等運営権者は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、利用料金を減額し、又

は免除することができる。 

 

【解説】 

公益性や特別な理由がある場合に利用料金を柔軟に調整できることを定めています。これにより、

利用者への配慮が示されています。 

【趣旨・目的】 

地域のニーズに応じた柔軟な料金体制を確保し、特に困難な状況にある住民への支援を図ること

を目的としています。 

 

（原状回復の義務） 

第８条 公共施設等運営権者は、公共施設等運営権の存続期間が満了したとき又は法第 29 条第１項の規

定により公共施設等運営権を取り消され、若しくはその行使の停止を命じられたとき若しくは同条第

４項の規定により公共施設等運営権が消滅したときは、その運営等を行わなくなった対象施設を速や

かに原状に回復しなければならない。ただし、町長の承認を得たときは、この限りでない。 
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【解説】 

運営権者には、契約期間終了時に施設を元の状態に戻す義務が課せられています。これにより、利

用者に対する責任が明確化されます。 

【趣旨・目的】 

対象施設の維持管理を適切に行い、地域住民の利益を守ることを目的としています。 

 

（損害賠償の義務） 

第９条 公共施設等運営権者は、その運営等を行う対象施設の施設、設備等を損傷し、又は滅失したとき

は、その損害について町長が定める額を賠償しなければならない。 

 

【解説】 

この条文は、運営権者が施設に損害を与えた場合の賠償責任を明確にしています。賠償額は町長が

決定することが定められています。 

【趣旨・目的】 

公共施設を使用する住民の権利を守るため、運営権者の責任を明確化することが目的です。 

   

（秘密保持の義務） 

第 10 条  公共施設等運営権者の役員等若しくは対象施設の運営等の業務に従事している者又はこれら

の者であったものは、対象施設の運営等に関して知り得た秘密を他に漏らし、又は対象施設の運営等以

外の目的に利用してはならない。 

 

【解説】 

秘密保持義務は、運営者や関係者が業務上知り得た情報を漏らすことを禁止しています。これによ

り、情報の漏洩を防ぎます。 

【趣旨・目的】 

公共施設の円滑な運営を確保し、住民の信頼を損なわないために必要な措置です。 

 

（公共施設等運営権の取消し等の場合における町の運営） 

第 11 条 対象施設において、法第 29 条第１項の規定により公共施設等運営権を取り消し、若しくはそ

の行使の停止を命じたとき又は第３条第２項の規定による提案書等の提出がなかったとき若しくは同

条第３項の規定による審査の結果、対象施設に係る選定事業者となるべき適当な者がいなかったとき

は、第２条の規定にかかわらず、町長が必要と認める間、自ら対象施設の運営等を行うことができる。 

２ 前項の規定により町長が運営等を行うこととした対象施設において、公共施設等運営権者が利用料

金を徴収していた場合においては、当該徴収していた利用料金の額を下水道条例第 14 条の規定に基づ

く使用料として徴収する。 
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【解説】 

町長は公共施設等運営権が取り消された場合に、臨機応変に自ら運営を行うことができるとする

条文です。これにより、運営者がいない場合でも公共サービスが停止しないようにする措置です。 

【趣旨・目的】 

この条文の目的は、公共サービスの確保です。運営権が取り消された場合でも、地域住民に必要な

サービスを継続的に提供するための手続きを定めています。 

   

（委任） 

第 12 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

 

【解説】 

この条文は、条例の施行に関する具体的な手続きを町長が別途定めることを許可しています。これ

により、条例の運用に必要な柔軟性が確保されています。 

【趣旨・目的】 

条例の内容を適切に実施するために必要な詳細な規定を設けることを目的としています。具体的

な運用に際して町長の裁量を広げる役割も持っています。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

 

【解説】 

この条文は、条例の施行日を具体的に定め、施行日前に行える手続きについても触れています。特

定の規定は公布日に効果が生じます。 

【趣旨・目的】 

施行期日の明確化により、住民や利害関係者に条例の適用を予告し、準備を促すことが目的です。 

 

（準備行為） 

２ 第３条及び第４条の規定による選定事業者の選定の手続その他の行為並びに第２条の規定による公

共施設等運営権の設定その他の行為は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても

行うことができる。 

 

【解説】 

施行日以前に、選定事業者の選定や運営権の設定ができることを示しています。これにより、施行

日を待たずに先行して準備を進めることが可能です。 

【趣旨・目的】 

施行日に向けた円滑な準備を促進し、公共サービスの提供に支障をきたさないようにするための

措置です。 
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（経過措置） 

３ 第６条、第７条及び次項の規定による改正後の葉山町下水道条例第 15 条の４の規定は、施行日以後

の公共下水道の使用に係る使用料及び利用料金について適用し、施行日前の公共下水道の使用に係る

使用料については、なお従前の例による。この場合において、施行日前から引き続き継続する公共下水

道の使用に係る使用料及び利用料金であって、施行日以後初めて使用料及び利用料金の支払を受ける

権利が確定するものの額については、各日の汚水の排出量を均等とみなし、日割りで算定するものとす

る。 

 

【解説】 

施行日以後に適用される料金規定と、施行日前の使用料の取り扱いを明確にしています。日割り計

算により、柔軟な運用を可能としています。 

【趣旨・目的】 

新しい料金体系への移行を円滑に行うための措置です。既存の利用者に対しても公平性を保つこ

とを目的としています。 

 

（葉山町下水道条例の一部改正） 

４ 葉山町下水道条例の一部を次のように改正する。 

第 15 条の３の次に次の１条を加える。 

（公共施設等運営権を設定した場合の使用料） 

第 15 条の４ 町長は、葉山町公共下水道施設の公共施設等運営権に係る実施方針に関する条例（令和

７年葉山町条例第号。以下「実施方針条例」という。）の規定により公共施設等運営権（民間資金等

の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号）第２条第７項に規

定する公共施設等運営権をいう。）を設定したときは、第 14 条第１項に定める使用料（以下「使用

料」という。）の額は、第 15 条に基づき算定した金額から、実施方針条例第６条に定める利用料金の

額（以下「利用料金」という。）に相当する額を減じた額とする。この場合において、町長は、利用

料金の徴収に関する事務を受託し、使用料の徴収に関する事務と併せてこれを行うことができる。 

 

【解説】 

葉山町下水道条例に対する改正を行い、公共施設等運営権が設定された場合の使用料の計算方法

を明確にしています。利用料金の額を基に使用料が決まることが定められています。 

【趣旨・目的】 

これにより、新たな運営権の設定に伴う料金体系の整合性を保つことを目的としています。 

 

（葉山町営住宅条例の一部改正） 

５ 葉山町営住宅条例（平成９年葉山町条例第 19 号）の一部を次のように改正する。 

第 39 条第３号中「使用料」を「使用料等」に改める。 
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【解説】 

この条文は葉山町営住宅条例に対する調整を行い、用語の統一を図る改正です。 

【趣旨・目的】 

使用料に対する取扱いの明確化を目的とします。法令や条例内での用語の一貫性をもたらします。 

 

 


